
第一部 【企業情報】 
  

第１ 【企業の概況】 
  

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 保険料等収入、資産運用収益、保険金等支払金には消費税等は含まれておりません。 

２ 運用利回りの計算式の分母は、提出会社については総資産の日々平均残高、連結子会社については期首及び

期末の平均残高を使用し、また分子は、「資産運用収益－資産運用費用」であります。 

３ １株当たり純資産額の計算にあたっては、それぞれ次の方法により算定しております。 

第64期及び第65期：Ａ種株式(１株当たりの払込金額100,000円)については普通株式と同等の株式として取

り扱うこととしておりますが、連結会計年度末の純資産の部の合計額からＢ種株式及びＡ種株式の払込金額

を控除した残額が、500円(100,000円を調整後Ａ種株式調整比率200で除した額)に連結会計年度末の普通株

式の株式数を乗じた金額を下回っているため、純資産の部の合計額からＢ種株式及びＡ種株式の払込金額を

控除し、普通株式に係る１株当たり純資産額を算定しております。 

第66期、第67期及び第68期：Ａ種株式については普通株式と同等の株式として取り扱うこととしており、Ａ

種株式の連結会計年度末の株式数に調整後Ａ種株式調整比率200を乗じた株式数を含め、連結会計年度末の

純資産の部の合計額からＢ種株式の払込金額を控除し１株当たり純資産額を算定しております。 

４ １株当たり当期純利益の計算にあたっては、Ａ種株式については普通株式と同等の株式として取り扱うこと

としており、Ａ種株式の期中平均株式数に調整後Ａ種株式調整比率200を乗じた株式数を含めて算定してお

ります。 

５ 第65期より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号 平成22年６月30日)、「１

株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号 平成22年６月30日)及び

「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」(実務対応報告第９号 平成22年６月30日)を適用してお

ります。これに伴い、潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定方法を変更しておりますが、第64期につ

いては遡及処理を行っておりません。 

６ 株価収益率は非上場・非登録であるため、記載しておりません。 

回次 第64期 第65期 第66期 第67期 第68期 

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

保険料等収入 (百万円) 657,239 582,644 578,201 544,902 545,150 
資産運用収益 (百万円) 194,856 177,191 278,703 266,276 228,038 
運用利回り (％) 1.66 1.81 2.20 2.13 2.44 
保険金等支払金 (百万円) 840,540 648,006 669,764 598,375 556,747 
経常利益 (百万円) 24,753 33,163 25,492 38,454 50,791 
契約者配当準備金繰入額 (百万円) 15,380 14,221 14,983 16,063 17,069 
当期純利益 (百万円) 14,185 13,735 7,693 12,983 10,085 
包括利益 (百万円) △5,207 28,634 75,834 28,376 115,361 
純資産額 (百万円) 215,646 244,281 320,115 344,238 459,359 
総資産額 (百万円) 7,224,266 7,168,020 7,228,484 7,223,955 7,434,864 
１株当たり純資産額 (円) 231.42 334.22 564.35 616.69 866.46 
１株当たり当期純利益 (円) 30.78 29.80 16.69 28.17 21.88 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) 23.75 22.98 12.88 21.74 16.89 

自己資本比率 (％) 2.99 3.41 4.43 4.77 6.18 
自己資本利益率 (％) 6.50 5.97 2.73 3.91 2.51 
株価収益率 (倍) ― ― ― ― ― 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △189,032 △66,221 △86,922 △46,783 777 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 153,248 23,613 151,996 52,196 67,245 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △57 △38 △27 △0 △0 

現金及び現金同等物の 
期末残高 

(百万円) 356,705 314,623 377,294 379,185 446,702 

従業員数(内務職員) 
[外、平均契約社員数] 

(営業職員) 
(名) 

3,597 
[1,634]
9,013 

3,586 
[1,539]
8,532 

3,563 
[1,476]
7,989 

3,427 
[1,348]
6,832 

3,128 
[1,195]
6,957 

 

― 2 ―



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 保険料等収入、資産運用収益、保険金等支払金には消費税等は含まれておりません。 

２ 運用利回りの計算式の分母は、総資産の日々平均残高、分子は、「資産運用収益－資産運用費用」でありま

す。 

３ １株当たり純資産額の計算にあたっては、それぞれ次の方法により算定しております。 

第64期及び第65期：Ａ種株式(１株当たりの払込金額100,000円)については普通株式と同等の株式として取

り扱うこととしておりますが、事業年度末の純資産の部の合計額からＢ種株式及びＡ種株式の払込金額を控

除した残額が、500円(100,000円を調整後Ａ種株式調整比率200で除した額)に事業年度末の普通株式の株式

数を乗じた金額を下回っているため、純資産の部の合計額からＢ種株式及びＡ種株式の払込金額を控除し、

普通株式に係る１株当たり純資産額を算定しております。 

第66期、第67期及び第68期：Ａ種株式については普通株式と同等の株式として取り扱うこととしており、Ａ

種株式の事業年度末の株式数に調整後Ａ種株式調整比率200を乗じた株式数を含め、事業年度末の純資産の

部の合計額からＢ種株式の払込金額を控除し１株当たり純資産額を算定しております。 

４ １株当たり当期純利益の計算にあたっては、Ａ種株式については普通株式と同等の株式として取り扱うこと

としており、Ａ種株式の期中平均株式数に調整後Ａ種株式調整比率200を乗じた株式数を含めて算定してお

ります。 

５ 第65期より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号 平成22年６月30日)、「１

株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号 平成22年６月30日)及び

「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」(実務対応報告第９号 平成22年６月30日)を適用してお

ります。これに伴い、潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定方法を変更しておりますが、第64期につ

いては遡及処理を行っておりません。 

６ 株価収益率は非上場・非登録であるため、記載しておりません。 

  

 

回次 第64期 第65期 第66期 第67期 第68期 

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

保険料等収入 (百万円) 657,239 582,644 578,201 544,902 545,150 

資産運用収益 (百万円) 194,826 178,062 278,763 266,083 228,053 

運用利回り (％) 1.66 1.82 2.20 2.13 2.44 

保険金等支払金 (百万円) 840,540 648,006 669,764 598,375 556,747 

経常利益 (百万円) 23,910 34,776 26,615 38,345 50,688 

契約者配当準備金繰入額 (百万円) 15,380 14,221 14,983 16,063 17,069 

当期純利益 (百万円) 13,782 14,977 8,842 12,917 9,997 

資本金 (百万円) 167,280 167,280 167,280 167,280 167,280 

発行済株式総数 (千株) 

普通株式
295,807 
Ａ種株式 

1,084 
Ｂ種株式 

600 

普通株式
295,807 
Ａ種株式 

1,084 
Ｂ種株式 

600 

普通株式 
295,807 
Ａ種株式 

1,084 
Ｂ種株式 

600 

普通株式 
295,807 
Ａ種株式 

1,084 
Ｂ種株式 

600 

普通株式 
295,807 
Ａ種株式 

1,084 
Ｂ種株式 

600 

純資産額 (百万円) 214,948 244,563 321,237 349,602 462,803 

総資産額 (百万円) 7,223,434 7,168,156 7,229,179 7,222,817 7,433,615 

１株当たり純資産額 (円) 228.91 335.24 566.79 628.33 873.93 

１株当たり配当額 
(内１株当たり中間配当額) 

(円) 
― ― ― ― ― 
(―) (―) (―) (―) (―)

１株当たり当期純利益 (円) 29.90 32.50 19.18 28.03 21.69 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益   

(円) 23.08 25.06 14.80 21.63 16.74 

自己資本比率 (％) 2.98 3.41 4.44 4.84 6.23 

自己資本利益率 (％) 6.33 6.52 3.13 3.85 2.46 

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ― 

配当性向 (％) ― ― ― ― ― 

従業員数(内務職員) 
 [外、平均契約社員数] 

(営業職員) 
(名) 

3,580 
[1,605]
9,013 

3,573 
[1,504]
8,532 

3,550 
[1,441]
7,989 

3,415 
[1,327]
6,832 

3,121 
[1,173]
6,957 
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２ 【沿革】 

  

 

昭和22年８月 相互会社形態の三井生命保険相互会社として営業開始(同年10月から昭和27年６月にかけては中

央生命保険相互会社として営業)。 

大正３年４月に当社の前身である高砂生命保険株式会社が創業し、昭和２年３月に三井生命保

険株式会社に商号変更しました。 

昭和36年４月 本社を東京都千代田区大手町一丁目２番３号に移転。 

昭和40年６月 株式会社三生グリル(現・三友サービス株式会社、連結子会社)を設立。 

昭和58年８月 Mitsui Seimei America Corporationを設立。 

平成３年３月 三生キャピタル株式会社(現・連結子会社)を設立。 

平成８年８月 三井ライフ損害保険株式会社を設立。 

平成12年12月 三生３号投資事業組合を設立。 

平成15年11月 三井ライフ損害保険株式会社が保有する保険契約を三井住友海上火災保険株式会社に包括移転

し、解散。 

平成16年４月 相互会社から株式会社に組織変更し、三井生命保険株式会社に商号変更。 

平成18年６月 Mitsui Seimei America Corporationを解散。 

平成20年２月 三生５号投資事業有限責任組合(現・連結子会社)を設立。 

平成22年１月 本店を現在地(東京都千代田区大手町二丁目１番１号)に移転。 

平成23年12月 三生３号投資事業組合を解散。 

平成25年11月 本社管理組織を東京都江東区青海一丁目１番20号に集約。 
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３ 【事業の内容】 

当社グループ(当社、子会社７社、関連会社３社  平成27年３月31日現在)において営んでいる主な事業内容及び各

事業部門における当社と関係会社の位置づけは次のとおりであります。 

なお、当社グループは単一セグメントであるため、事業部門別の記載をしております。 

  

［保険及び保険関連事業］ 

保険事業については、当社が生命保険業免許に基づく生命保険の引受け及び保険業法に定める保険事業に付随す

る業務等を営んでおります。 

保険関連事業については、「株式会社三生オンユー・インシュアランス・マネジメント」が保険代理業務を、

「三生保険サービス株式会社」が保険契約の契約確認業務を営んでおります。 

  

［資産運用関連事業］ 

当社が、保険業法、同法施行規則に定めるところにより、主に有価証券投資、貸付、不動産投資等を行っている

ほか、「三生キャピタル株式会社」及び投資事業有限責任組合２社がベンチャーキャピタル業務を営んでおりま

す。 

  

［総務・事務代行等関連事業］ 

総務関連事業については、「三友サービス株式会社」が物品販売業務を、「株式会社ポルテ金沢」がビル管理業

務を営んでおります。 

事務代行・計算関連事業については、「三生収納サービス株式会社」が収納代行業務を、「エムエルアイ・シス

テムズ株式会社」がシステム開発及び運行等のシステム関連業務を、「日本企業年金サービス株式会社」が企業年

金の契約管理・システム開発にかかる業務を営んでおります。 
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事業の系統図(平成27年３月31日現在)は、次のとおりであります。 
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４ 【関係会社の状況】 
  平成27年３月31日現在 

(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業部門の名称を記載しております。 

２ 関係内容欄における役員の兼任数は、当社取締役又は監査役が当該関係会社の取締役又は監査役を兼任して

いる場合の人数を記載しております。 

３ 日本企業年金サービス株式会社の議決権所有割合は100分の20未満でありますが、実質的な影響力を持って

いるため関連会社としております。 

  

 

名称 住所 
資本金又は 

出資金 
主要な事業の内容 

議決権の

所有割合
関係内容 

連結子会社           

三友サービス株式会社 
東京都 

文京区 
20百万円

総務・事務代行等 

関連事業 
100.0％ 

当社に対する事務代行等を行っております。 

当社から事務室を賃借しております。 

役員の兼任１名 

三生キャピタル株式会社 
東京都 

江東区 
100百万円資産運用関連事業 100.0％ 

当社が出資する投資事業組合の管理運営を行って

おります。 

当社から事務室を賃借しております。 

役員の兼任１名 

三生５号投資事業有限責任組合 
東京都 

江東区 
2,500百万円資産運用関連事業 ― 

当社及び当社の子会社である三生キャピタル株式

会社で全額を出資しており、ベンチャーキャピタ

ル業務を行っております。三生キャピタル株式会

社が無限責任組合員として業務を執行しておりま

す。 

持分法適用関連会社          

エムエルアイ・ 

システムズ株式会社 

千葉県 

柏市 
100百万円

総務・事務代行等 

関連事業 
49.0％ 

当社のシステム開発等を行っております。 

当社から事務室を賃借しております。 

役員の兼任１名 

日本企業年金サービス 

株式会社 

(注)３ 

大阪市 

中央区 
2,000百万円

総務・事務代行等 

関連事業 
16.3％ 

当社の企業年金の契約管理・システム開発にかか

る業務を行っております。 
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５【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

  平成27年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は、就業人員数(当社及び連結子会社から当社及び連結子会社外への出向者を除き、当社及び連結

子会社外から当社及び連結子会社への出向者を含む。)であり、また、内務担当職・パートタイマー等の契

約社員を除いております。 

２ 契約社員数は[  ]内に当連結会計年度の平均人員を外数で記載しております。なお、契約社員数には、内

務担当職・パートタイマー等の契約社員を含み、派遣社員を除いております。 

３ 当社グループは、単一セグメントであるため、事業部門別の従業員数及び契約社員数を記載しております。

  

(2) 提出会社の状況 

  平成27年３月31日現在 

  

(注) １ 従業員数は、就業人員数(当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む。)であり、ま

た、内務担当職・パートタイマー等の契約社員を除いております。 

２ 契約社員数は[  ]内に当事業年度の平均人員を外数で記載しております。なお、契約社員数には、内務担

当職・パートタイマー等の契約社員を含み、派遣社員を除いております。 

３ 当社は、単一セグメントであるため、事業部門別の従業員数及び契約社員数を記載しております。 

４ 平均年間給与は、賞与及び基準外給与を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

  平成27年３月31日現在 

  

 

事業部門の名称 従業員数(名) 

保険及び保険関連事業 9,959[1,151] 

資産運用関連事業 121[   23] 

総務・事務代行等関連事業 5[   21] 

合計 10,085[1,195] 
 

区分 従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(万円) 

内務職員 3,121[1,173] 42.9 17.4 658 

営業職員 6,957 51.8 14.0 375 
 

事業部門の名称 従業員数(名) 

保険及び保険関連事業 9,959[1,151] 

資産運用関連事業 119[   22] 

合計 10,078[1,173] 
 

名称 組合員数(名) 労使間の状況 

三井生命労働組合 9,639  労使間に特記事項なし 
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